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第５章　計画の実現に向けて

（１）計画実現化の考え方
本計画は、道路、上下水道、公園・緑地、景観、防災など、町の都市計画に関する基本的な方

針となります。また、この計画に基づき整備される施設は、福祉や教育、文化などのソフト面を
含め、多様な分野との連携や支えが必要です。したがって、各分野の個別計画と密接に連携しな
がら推進し、個別計画の改定が必要な場合には、本計画との整合性を見直し、本計画に沿った改
定を行います。ただし、社会情勢や経済状況、都市計画の法的な更新があった場合には、本計画
の整合も図っていきます。

併せて、住民と行政が将来の目標や進行状況を理解し共有し、それぞれが適切な役割分担のも
とで協力し合うことが重要となります。さらに、社会情勢やニーズの変化に迅速に対応するため
に、国や長野県、周辺市町村との連携も欠かせません。

そのため、将来像を実現するために重点的に取り組むべき事項を明らかにし、その実行性を高
めるために進行管理体制を確立します。

（２）都市計画の決定・変更
本計画に基づくまちづくりを着実に進め、将来のまちの姿を実現するためには、新たな都市計

画の決定や既存計画の見直しが必要となる場合があります。
都市計画の多くの事項は市町村が主体となって決定・変更を行うため、地域の実情に即した柔

軟かつ迅速な対応が可能です。
一方で、状況によっては計画が現状の実情にそぐわない場合もあり、そのような場合には都市

計画の廃止も含めた見直しを検討する必要があります。
まちづくりの検討が必要な地区においては、地域住民との協議を丁寧に重ね、計画の成熟度や

地域の状況を十分に踏まえたうえで、適切な時期に都市計画の決定、変更または廃止を進めてい
きます。

第５章　　計画の実現に向けて

１　計画の推進

都市計画マスタープランまちづくりの方針

都市計画の決定

都市計画制限の適用

土地利用の規制・誘導

都市計画事業の実施

都市施設の整備・開発

土地利用
・地域地区　等 都市施設 市街地開発事業 地区計画等

● 地区計画
● 沿道地区計画
　　　　　 　等

● 土地区画整理事業
● 市街地再開発事業
　　　　　　　　等

● 道路
● 公園・緑地
● 下水道
● 火葬場　等

● 用途地域
● 特別用途地区
● 特定用途制限地域
● 高度地区　等



113

第５章　計画の実現に向けて

（３）対話と協働によるまちづくりの推進
町では、町民との対話と協働を重視したまちづくりを推進しています。地方分権の進展や住民
ニーズの高度化・多様化、厳しい財政状況などの中で、町民と行政が対話を通じて合意形成を図
り、互いの知恵や技術を生かし合いながら協力し、課題の解決と持続的な地域づくりに取り組み
ます。

（４）重点的取組事項
１．リニア中央新幹線の開通に向けた方策
●国道 153 号のあり方検討により、広域交通の強化を図ります。
●座光寺スマートインターへの良好なアクセスを活かし、下市田産業用地における企業誘致等
を通じて産業振興を推進します。
●土地利用については、道路整備による周辺での不適切な開発などを最小限に抑えることを基
本とし、農業政策との調整を図りながら、特定用途制限地域や地区計画などの都市計画の手
法を積極的に活用し、適正な土地利用への誘導を図ります。

２．適正な土地利用への誘導のための方策
●用途地域への編入を含めた土地利用規制の見直し・検討を行い、工業地や商業地のさらなる
集積と産業振興を図ります。
●特定用途制限地域や地区計画などの都市計画の手法を活用し、白地地域における無秩序な開
発を防止し、良好な土地利用の確保を図ります。

図表 79.　地域住民と共に策定した「山吹下河原未来ビジョン」
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３．安全性と利便性の高い交通体系の方策
●国道 153 号や（一）飯島飯田線など、主要な幹線道路の機能確保を図ります。
●都市計画道路及び主要な町道の整備については、優先順位を検討したうえで整備推進を図り

ます。
●歩行者などの安全な町内移動の円滑化を図るため、必要な整備は積極的に行います。

４．都市景観づくりの方策
●建築協定や景観形成住民協定の締結、景観協定の認可など自主活動に対する支援を行い、地

域のより良い景観形成を促進します。
●景観上価値の高い建造物や樹木の保全・活用のため、景観重要建造物、景観重要樹木の指定

を推進します。
●道路沿道における屋外広告物に対する景観基準について、町の景観に調和させるとともに、

経済活動への影響にも配慮した制度を検討します。

５．都市防災への方策
●耐震診断・耐震補強を促進し、既存建物の耐震性能を確保します。
●緊急輸送道路における沿道建築物の耐震化、公共施設の改修・更新など事業推進を図ります。
●橋梁や上下水道施設の更新によるライフラインの確保と迅速な復旧のための体制整備を進め

ます。

６．都市計画事業の効果的な取り組み
●計画から相当の期間が経過している都市計画道路について、社会状況や交通需要の変化を踏

まえて必要性や代替性などの検討を行ったうえで、計画的な事業推進を図ります。
●有効な補助金の活用による財政的負担の軽減など、効果的かつ効率的な都市計画事業の推進

を図ります。

７．広域行政との調整と連携
●生活圏の広域化に伴い、土地利用の規制誘導や幹線道路の整備などについて、広域的な見地

からの対策が求められています。国や長野県、周辺市町村などとの幅広い協力体制の下、調
整と連携を図ります。
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　本計画の計画期間は概ね 20 年間と長期にわたるため、策定後の状況変化に適切に対応し、的確
な政策判断を行うことが重要です。
　そこで、本計画の推進にあたっては、達成度の評価を定期的に実施し、状況の変化に応じて施策
の見直しを行う、計画・実行・評価・改善と対話による仕組みを構築します。
この進行管理体制は町民を含む関係者が参画し、透明性と協働を重視したものとします。

２　計画の進行管理

改善（Action）

計画（Plan)

実施（Do）

点検（Check）

都市計画マスタープランの改訂

都市計画の推進
　● 法的規制・誘導
　● 都市計画決定・変更
　● 都市計画事業の施行

● 住民意向調査
● 都市計画基礎調査
● 行政評価
● 住民の幸福度（Well-Being）

取組の見直し

対話（Dialog）
町民の

参画と関心、
積極的な関与

関
心
参
加

参画 実践

提
案
協
議

合意反論

図表 80.　計画評価のサイクル概念
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第６章　　付属資料

１　高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画の検討体制

高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画の検討にあたり、庁内検討委員会と
策定委員会を立ち上げ、計画策定に向けた庁内調整や専門的な見地からの意見聴取を行いました。

また、住民や中学生へのアンケート調査、まちづくり懇談会（ワークショップ）、住民説明会、
パブリックコメント等を通じて、まちづくりに関する住民意向を把握し、計画検討に反映しまし
た。

住 民 参 画

アンケート調査

ワークショップ

パブリックコメント

外 部 検 討

【町 議 会】報　告

意見
聴取

連携

公
表
・
周
知

庁 内 検 討

【
事 

務 

局
】　
　
　

・
案
の
作
成

【
庁
内
検
討
委
員
会
】

・
案
の
検
討

高森町都市計画マスタープランの策定
高森町立地適正化計画の策定

住 民 説 明 会

協　　議
意見聴取

図　計画の検討体制

【策定委員会】
・素案の検討
・案の承認

【都市計画審議会】
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３　高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画の検討過程

（１）　住民参画

名　称 実施時期 概　容

住民アンケート
調査

令和５（2023）年
11月～ 12月

○住民基本台帳における、満 18 歳以上 80 歳未
満の住民 1,500 人を対象とした、高森町都市計
画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策
定に関するアンケート調査

中学生アンケート
調査

令和６（2024）年
１月～２月

○中学２年生を対象とした、高森町都市計画マス
タープラン及び高森町立地適正化計画策定に関
するアンケート調査

令和６年度
まちづくり懇談会

（住民ワークショップ）

令和６（2024）年
６月～８月

○グループ会議
①地域の良いところ・素敵なところ・自慢など
②地域がどうなるとよいか、どうなってほしい
か、こんなものがあるといい、整備拠点、現
拠点の更なる整備、道路網など

③守りたい農地はどこか、どう守るか、どう売っ
たらよいか、儲かる方法など

住民説明会 令和８（2025）年
12月

○高森町都市計画マスタープラン（案）及び高森
町立地適正化計画（案）の概要説明

パブリックコメント 令和８（2025）年
12月

○高森町都市計画マスタープラン（案）及び高森
町立地適正化計画（案）に関する意見募集
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（２）　高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策定庁内検討委員会

開催日 概　容

令和６（2024）年
４月 10日（水）

○都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定について
　（勉強会）
○都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定の概要、必要性、
方向性について
○令和５年度業務の主な状況
○今後の計画策定スケジュールについて

令和７（2025）年
３月４日（火）

○前回の振り返り
＜都市計画マスタープラン＞
●都市計画マスタープランの概要
●現況と課題
＜立地適正化計画＞
●立地適正化計画の概要
●現況と課題
●まちづくりの方針（ターゲット）
●目指すべき都市の骨格構造
○今後の計画策定スケジュールについて

意見照会
令和７（2025）年６月～

○前回の振り返り、修正箇所の報告
○事前にいただいた意見への回答
＜都市計画マスタープラン＞
●具体的施策の検討
＜立地適正化計画＞
●誘導区域・誘導施策
○今後の計画策定スケジュールについて

意見照会
令和７（2025）年９月～

＜都市計画マスタープラン＞
●地区別構想
●計画の実現に向けて
＜立地適正化計画＞
●誘導施策
●防災指針
●数値目標と運用管理方法
○今後の計画策定スケジュールについて
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（３）　高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画策定委員会

開催日 概　容

第１回 令和６（2024）年
12月 24日（火）

○都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の概要、必要性、
方向性について
○現況把握と課題の整理
○住民意向把握（アンケート・ワークショップのとりまとめ）
○住民広報の実施（あったかもり 2024.5）
○今後の計画策定スケジュールについて

第２回 令和７（2025）年
３月 26日（水）

○前回の振り返り
＜都市計画マスタープラン＞
●都市計画マスタープランの概要
●現況と課題●全体構想
＜立地適正化計画＞
●立地適正化計画の概要
●現況と課題
●まちづくりの方針（ターゲット）
●目指すべき都市の骨格構造
○今後の計画策定スケジュールについて

第３回 令和７（2025）年
７月 15日（木）

○前回の振り返り、修正箇所の報告
○事前にいただいた意見への回答
＜都市計画マスタープラン＞
●具体的施策の検討
＜立地適正化計画＞
●誘導区域・誘導施策
○今後の計画策定スケジュールについて

第４回 令和７年（2025）年
９月 29日（月）

＜都市計画マスタープラン＞
●地区別構想
●計画の実現に向けて
＜立地適正化計画＞
●誘導施策
●防災指針
●数値目標と運用管理方法
○今後の計画策定スケジュールについて

第５回 令和８年（2026）年
１月 30日（金）

＜都市計画マスタープラン＞
●高森町都市計画マスタープランの最終案の確認
＜立地適正化計画＞
●高森町立地適正化計画の最終案について
○パブリックコメント及び住民説明会の結果報告
○高森町都市計画マスタープラン（案）及び高森町立地適正化
計画（案）の最終確認と報告の付議について
○町長へ計画案の完成報告
○今後のスケジュールについて
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（４）　高森町都市計画審議会

開催日 概　容

令和７（2025）年
10月８日（水）

令和７年度　第１回
●高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画に
ついて（審議事項の概要）

令和８（2026）年
２月３日（火）

令和７年度　第２回
●高森町都市計画マスタープラン及び高森町立地適正化計画の
策定について（議案審議）
● ⇒ 諮問のとおりとすることが適当である旨の答申
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４　用語集

アルファベット
【ＳＤＧ s（エスディージーズ）】
　国連が 2015 年に採択し、2030 年を目標
年として掲げた、環境・経済・社会の調和に
よる持続可能な社会の実現を目指す国際的な
共通目標。

【ＺＥＢ（ゼブ　ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）】
　省エネルギー設備や再生可能エネルギーの
導入により、建築物のエネルギー消費量を大
幅に削減し、年間の一次エネルギー消費量の
収支を実質ゼロとする建築物。

【ＺＥＨ（ゼッチ　ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）】
　高断熱化や高効率設備、太陽光発電などの
導入により、住宅のエネルギー消費量を削減
し、年間の一次エネルギー消費量の収支を実
質ゼロとする住宅。

あ行
【空き家バンク】
　空き家を売りたい、貸したいと希望する所
有者から寄せられた物件情報を集約し、行政
のホームページ等で公開することにより、空
き家の有効活用を促進するシステム。

【インクルーシブデザイン】
　高齢者や障がい者を含む多様な人々のニー
ズを考慮し、誰もが使いやすい製品や環境を
設計する考え方。特定の対象者向けではなく、
社会全体の利便性向上を目的として、公共施
設や交通手段の整備などに活用される。

【インフラ】
　Infrastructure の略。住民の生活の基盤と
なる道路、鉄道、上下水道などの公共的・公
益的な設備や施設、構造物等を示す。

か行
【カーボンニュートラル】
　温室効果ガスの排出量と森林などによる吸
収量を均衡させ、排出を実質ゼロにする考え方。

【緊急輸送道路】
　災害時に救急・消防等の緊急車両の通行を
確保するため、優先的に使用される道路で、
救援活動や物資輸送を支える重要な経路。

【グリーンインフラ】
　都市計画やまちづくりにおけるインフラ整
備の新たな考え方で、自然の機能を活用し、
防災・環境保全・景観形成・健康増進など多
様な効果を発揮するもの。公園や緑地、河川、
農地などを生かし、地域の魅力や生活環境の
向上を図るとともに、持続可能なまちづくり
を進めるもの。

【景観協定】
　景観法第 81 条に規定されている制度で、
土地所有者等の合意により、建築物や工作物
の形態意匠、色彩、緑化など景観形成に関す
る基準を定める協定。地域の特性に応じた良
好な景観の形成・保全を図ることを目的とす
るもの。

【建築協定】
　建築基準法第 69 条に規定されている制度
で、土地所有者等の合意により、建築物の用
途や形態、敷地に関する基準などを自主的に
定める協定。地域の良好な住環境や景観の維
持・向上を図ることを目的とするもの。

【工業系用途地域】
　主に工場の立地を促す地域。周辺への環境
負荷に配慮しつつ、産業活動を支える地域であ
り、住宅の建築が制限されることもある。高森
町では、準工業地域、工業地域、工業専用地
域の３種類、約 56ha の範囲が指定されている。
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【交通結節点】
　鉄道やバスなど複数の交通手段が集まり、
円滑な乗り換えを可能とする拠点。

【コンパクト・プラス・ネットワーク】
　立地適正化計画で提唱されている考え方
で、生活に必要な施設や商業機能を一定の区
域に集約（コンパクト）するとともに、公共
交通等により拠点間を結び、利便性の高い移
動環境（ネットワーク）を確保するもの。

さ行
【災害ハザードエリア】
　水害や土砂災害等により被害を受けるおそ
れのある地域の総称。洪水浸水想定区域、家
屋倒壊等氾濫想定区域、土砂災害特別警戒区
域、土砂災害警戒区域等をいう。

【住居系用途地域】
　住宅の環境を守ることを目的とし、静かな
住環境の維持に配慮しながら、一定の商業・
業務施設の立地も認められる地域。高森町で
は、第一種低層住居専用地域、第一種中高層
住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居
地域の４種類、約 127ha の範囲が指定され
ている。

【商業系用途地域】
　商業・業務機能の集積を図ることを目的と
し、多様な店舗や事務所、サービス施設等の
立地を促進する地域。にぎわいの創出や利便
性の向上に配慮しながら、一定の住宅の立地
も認められる。高森町では、ＪＲ市田駅周辺
の約 7.0ha の範囲に商業地域が指定されて
いる。

【ゼロカーボン】
　地球温暖化を防ぐため、温室効果ガスの排
出量を実質ゼロにする取組。

【た行】
【地域コミュニティ】
　「コミュニティ」とは、生活地域、特定の
目標、特定の趣味などの何らかの共通の属性
及び仲間意識を持ち、相互にコミュニケー
ションを行っている住民同士のつながりや集
まりのことで、そのうち、区や自治会、消防
団など、共通の生活地域の集団によるものを

「地域コミュニティ」という。

【地区計画】
　都市計画法第 12 条の 5 に規定されている
もので、地区の特性に応じたきめ細かなまち
づくりを進めるため、市町村が都市計画とし
て定める計画。建築物の用途や形態、敷地規
模、道路や公園の配置などについて定め、良
好な市街地環境の形成や維持を図るもの。

【低未利用地】
　活用されていない、または十分に利用され
ていない土地。空き地や空き家、工場跡地な
どが該当し、土地の有効活用が課題となる区
域。

【特定用途制限地域】
　都市計画法第８条二の二に規定されている
地域地区。用途地域が定められていない土地
の区域において、その良好な環境の形成また
は保持のため、当該地域の特性に応じて合理
的な土地利用が行われるよう、制限すべき特
定の建築物等の用途の概要を定める地域。具
体的な制限内容は市町村の条例により定めら
れる。

【都市計画区域】
　都市計画法第５条に規定されている区域。
自然的・社会的条件等を勘案し、一体の都市
として総合的に整備・開発及び保全する必要
がある区域として、都道府県が指定する。

【都市計画道路】
　都市計画法に基づき都市計画として定めら
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れる道路で、都市における円滑な交通の確保
や防災機能の向上、良好な市街地形成を図る
ために配置されるもの。道路の位置や幅員な
どが都市計画で定められ、計画に基づき整備
が進められる。また、計画区域内においては、
将来の整備に支障が生じないよう、建築や開
発行為に一定の制限が課される。

【都市計画法】
　都市の健全な発展と秩序ある整備を図るこ
とを目的として、昭和 43（1968）年に制定
された法律。都市を計画的に整備するための
基本的な枠組みを定め、都市計画の内容や決
定手続、土地利用の規制（都市計画制限）、
都市施設の整備や市街地開発事業の実施（都
市計画事業）などに関する事項を規定してい
る。都市計画マスタープランはこの法律で規
定されている。

【都市再生特別措置法】
　近年における急速な社会経済情勢の変化に
我が国の都市が十分に対応できていないこと
から、これらの醸成の変化に対応した都市機
能の高度化及び都市の居住環境の向上を図る
ことなどを目的として、平成 14（2002）年
に制定された法律。立地適正化計画はこの法
律で規定されている。

【都市のスポンジ化】
　人口減少や都市の拡大等により空き家や空
き地が増加し、都市の密度が低下する現象。
土地の有効活用が進まず、地域活力の低下や
景観の悪化、インフラの維持管理コストの増
大などの課題を生じさせる。

【な行】
【農業振興地域】
　市町村が将来的に農業上の利用を確保する
ことを目的として指定する区域。農業を計画的
に推進する基盤として位置づけられ、農地の
保護や農業基盤の整備が重点的に行われる。

な行
【ハザードマップ】
　洪水や土砂災害などの自然災害に備え、被
害が想定される区域や避難場所などを地図上
に示したもの。住民の避難行動を支援する目
的で作成・公表している。

ま行
【緑の基本計画】
　都市緑地法第４条に規定されている市町村
計画であり、緑地や樹木、農地などの保全・
創出に関する基本的な方針を定めるもの。

や行
【ユニバーサルデザイン】
　年齢や国籍、障がいの有無にかかわらず、
できるだけ多くの人が安全かつ快適に利用で
きるよう配慮された製品や設備、空間の設計
の考え方。

【用途地域】
　都市計画法第８条に規定する地域地区。無
秩序な開発を防ぐ目的で住宅・商業・工業な
どのエリアに分け、土地の使い方を決めるも
のであり、市町村が指定する。高森町では
13 種類のうち８種類が市田駅から役場周辺
の市街地と工業団地に指定されている。
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